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一連の中央教育審議会での議論、文部科学省によ
る研究開発学校制度および教育課程特例校制度な
どの活用や、国が策定した第一期『教育振興基本
計画』（2008〔平成20〕年７月１日閣議決定）の
中でも示されるように、公立学校において、多様
な小中連携、小中一貫教育が模索されている１）。
　特に、義務教育９年間でみた場合、「総合的学
習」に限ってみても、公立小中一貫カリキュラム
の存在、学習活動における連携の程度、小中での
教師間の連携や教職員の意識、地域の位置づけ、
自治体や教育行政が果たす役割など、多くの論点
がある。また、「総合的学習」における小中連携・
一貫教育の実態、その成果と課題は何なのか。そ
もそも、「総合的学習」における小中連携・一貫
の必要性の是非も含めて、多くの検討課題が存在
する。
　「総合的学習」に関する小中９年間の連携・一
貫教育の先駆的な取り組みには、東京都品川区の
「市民科」、茨城県つくば市の「つくばスタイル
科」、青森県三戸町の「立志科」などがある。ま
た、青森県東通村では、もともと行政が主体とな
りながら、その後は学校の裁量に委ねる形で、地
域を核にした小中一貫の「総合的学習」カリキュ
ラムとしての「東通科」が設置されている。その
他にも、全国的ないくつかの特色ある取り組みが

１．はじめに

　「総合的な学習の時間（以下、「総合的学習」
と略する）」は、知識教え込みの教育ではなく、
子どもが自ら設定した課題などについて横断的・
総合的な課題や学習を行う時間であり、情報を収
集・整理・分析し、成果を発信する活動を通じて、
これからの社会の中で自分の生き方を考えること
のできる力を養うことが目指されている。確か
に、今回の学習指導要領改訂により、各学校の実
態としては、むしろ主要教科の学力向上が重視さ
れ、「総合的学習」が軽視される傾向がないわけ
ではない。しかし、「総合的学習」は、本来、自
分の生き方を考え、自分たちの生活や社会を創造
する力を育むという、教育の根本にも関わる重要
な意義を有する活動でもある。
　この「総合的学習」に関して、学習指導要領で
は、小学校・中学校・高校とも、他の教科と異な
り、目標や内容の取り扱い等、基本的にはほぼ同
じ記載となっており、特に校種相互の関連が大き
い。その意味で、少なくとも小・中・高のライフ
サイクル全体を通じたカリキュラムの一貫性が強
く要請される学習活動であるといえよう。
　前稿で述べたように、近年、教育における規制
緩和や特色ある学校づくりが標榜されるなかで、
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４月現在で、全国で100校開校していることが明
らかにされた（平成25年10月24日付発表：表１）。
　教育改革国民会議や中央教育審議会などでの一
連の教育改革の動きの中で、学校種間の接続の見
直しも議論されている。その影響もあって、この
５年くらいの間に、公立小中一貫教育校が一気に
増加している状況にある。
　ちなみに、朝日新聞調査での小中一貫校とは、
①小中学校が同一敷地にあること、②９年間を見
通したカリキュラムを持つこと、の二つの要件を
満たす小中学校について、小中一貫校（小中一貫
教育校）としている。小中一貫教育校の定義自体
が必ずしも明確でない理由は、中等教育学校とは
異なり、法制度上明確な位置づけを持たないこと
にある。
　なお、本稿では、基本的に小中学校が互いに情
報交換・交流するすることを通じ、小学校教育か
ら中学校教育への円滑な接続を目指す形態の教育
の場合を、「小中連携教育」といい、小中連携教
育のうち、小中学校が９年間を通じた教育課程を
編成し、それに基づき行う系統的な教育の場合を
「小中一貫教育」と概念規定する。
　そして、「小中一貫教育」のなかで、特に、同
一敷地に小中学校が設置されている場合の学校
を、「施設一体型小中一貫教育校」と呼ぶ。その
意味で、朝日新聞調査でいう「小中一貫校」とは、
「施設一体型小中一貫教育校」に該当する。
　この朝日新聞調査では、公立小中一貫校100校
に対して、小中一貫教育を進める目的を尋ねてい
る。その回答結果は、「学力向上」が91校、「中１
ギャップの解消」が90校となっている（複数回答
可）。また、６－３－３－４制の見直しを伴う学
制改革については、「改めた方がよい」が16校、「ど
ちらかといえば改めた方がよい」が32校、「どち
らかといえば今のままでよい」が26校、「今のま
までよい」が12校、「わからない」が13校となっ
ている。
　朝日新聞調査による小中一貫校100校の分布に
ついては、最も多いのが東京都の18校、次いで宮
崎県の12校、広島県の９校と続くが、一方で、公

存在する。
　本稿では、独自の小中一貫「総合的学習」カリ
キュラムを有する公立小中一貫教育校のうち、東
北地方において比較的早い段階から小中一貫カリ
キュラムの検討と実践に取り組んでいる、青森県
東通村立東通小・中学校の「東通科」について、
その実践状況と現時点での成果と課題をまとめて
みたい。それを踏まえて、小中一貫の「総合的学
習」カリキュラムの妥当性を考える手がかりとし
たい。

２．小中連携・一貫教育に関する、この一年の各

調査結果から伺える動向

　現在、公立学校における小中連携・一貫教育の
取り組みは、政策的にも、よりいっそう推進され
る傾向があるとともに、現実にも、公立小中一貫
教育校が全国的に増加を続けている。
　例えば、第二次安倍内閣では、2013（平成25）
年に入り、自民党の「教育再生実行本部」や内閣
に置かれた「教育再生実行会議」でも、小中一貫
教育の推進を含めた６－３－３－４制の学校制度
の見直しが議論の俎上にのぼっており、あらため
て公立小中一貫教育校に代表される「義務教育学
校」の設置を含めた教育制度改革が、今後いっそ
う推進される状況にある２）。
　また、朝日新聞が実施した、公立小中一貫教育
校についてのアンケート調査によると、平成25年

表１　公立小中一貫教育校数の推移（朝日新聞2013年10月24日朝刊より）
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の形で小中連携・一貫教育に取り組んでいる実態
が伺える。
　このように見てみると、現在の政府や文部科学
省など、政策的な立場からは、学制改革と連動し
て、小中連携・一貫教育が推進されており、学校
関係者の意識や実態においても、小中連携教育あ
るいは小中一貫教育に取り組むケースが多いこと
がわかる。
　他方、子どもの発達の連続性を考慮すれば、既
存の学制を維持しつつ、小中の連携を図ることは
必要でもあるが、さらに、小中一貫教育校といっ
た、中高段階の接続として法制度上の根拠を有す
る「中等教育学校」のような「義務教育学校」を
含めた学制改革に特化して改革を進めることにつ
いては、研究者間でも賛否の議論があり、少なく
とも国民一般レベルでは、十分に理解され、その
必要性を実感しているとは言い難い状況も伺え
る。
　次の項では、独自の総合的学習カリキュラムを
有する公立小中一貫教育校として、青森県東通村
立東通小・中学校の「東通科」の実践を紹介する。

（田代高章）

３．「東通科」の背景と実践について

（１）「東通科」成立までの経緯

　東通村では、もともと、少子化の流れを受けな
がら、魅力ある先進的な教育の村として、地域住
民の定住と、村をリードする次世代の優秀な人材
の輩出を目指して、『東通村総合教育プラン　ー
教育環境デザインひがしどおり２１ー』（2005〔平
成17年３月23日〕）を策定していた。それをうけ
て、翌2006（平成18）年９月に「東通村幼小中一
貫教育検討委員会」が発足し、2009（平成21）年
度より「東通村幼小中一貫教育基本計画」が策定
され、その中で、同じ教育環境エリアに幼小中を
施設統合し、幼小中一貫教育を推進することで
「人づくりのための学力の充実」が目指されてい
た。そのため、小学校・中学校を１校統合し、施

立小中一貫教育校としての開校はゼロの自治体も
北海道、岩手県、山口県など、10以上も存在して
おり、地域差が大きいという実態がある。
　その一方で、読売新聞社が、2014年１月18・19
日に実施した全国世論調査（回答者1522人）の結
果では、小中一貫教育を含む６－３－３制の見直
しに関する質問で、「現在の６－３－３制を続け
る」が回答者の63％、「全国で一律で新しい制度
に変える」が20％、「地域ごとに制度を柔軟に選
べるようにする」が９％という結果が出されてい
る（2014年２月８日付発表）。
　この読売新聞社の世論調査をどのように解釈す
るかは、回答者の意識の問題もあり多様であり得
るが、世間一般の感覚として、あえて６－３－３
制を改革すべき必然性を感じていない者が多いと
理解することができる。
　また、全国の中学校（国・公・私）の主幹教諭・
教務主任に対して2013年４月～７月に実施したベ
ネッセ教育総合研究所の調査では、「貴校では、
今年度、全校的な取り組みとして、小・中学校の
連携・一貫教育を行っていますか」という質問に
対して、「行っている」が回答全体の50.2％、「行
う予定である」が15.6％となっており、両者あわ
せて約66％が、何らかの小中連携・一貫教育に取
り組んでいるという調査結果も出されている（同
調査は、学校での取り組みや学習指導に関する実
態調査であり、今回の質問項目ついては、全国の
主幹教諭・教務主任10251名に質問調査用紙を郵
送配布、有効回答数3475名であった。）３）。
　さらに、平成25年度「全国学力・学習状況調査」
の学校質問紙調査では、「教科の指導内容や指導
方法について近隣の中学校・小学校と連携（教師
の合同研修、教師の交流、教育課程の接続など）
を行っていますか」という質問を行っている。そ
れに対して、小学校では、「よく行っている」が
22.8％、「どちらかといえば、行っている」が46.4
％という結果が出ている。中学校では、「よく行
っている」が26.3％、「どちらかといえば、行っ
ている」が41.4％という結果が出ている４）。いず
れも、全国的に見ると、約70％の学校が、何らか
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善作業が行われている。また、必要に応じて、外
部の有識者に実践報告と指導助言を仰ぐなどの取
り組みを行っている。
　東通学園では、幼小中一貫教育を推進するため
に、各施設が通路で繋がれており、それによって、
職員も幼児児童生徒も様々な連携活動により行き
来が自由にできる状況になっている（写真１、２）。
その他、東通学園では、村の総合教育プランを受
けて、村費講師の採用、ＩＣＴ機器の導入・活
用、英語活動の充実に向けた外国語指導助手の採
用等、独自の取り組みを行っている。

（３）「東通科」のねらいと一貫カリキュラム構想

　「東通科」では、第１学年から第９学年（中学
校３学年）までの系統性を持たせた年間計画を立
て、各学年において「学年別にテーマ追究型学
習」を計画するために、地域の自然、文化、人間
等のテーマをそれぞれ設定している。小中９年間

設一体型の校舎を整備し、当初、中学校校舎内に
小６教室を配置し、乗り入れ授業も実施しやすく
し、校種間の接続を図った。
　カリキュラムに関しては、「地域」を中核とす
る特色あるカリキュラムとして「東通学」を置い
ている。
　「東通学」の中には各教科、領域、教育課程外
の活動との関連を考慮した総合教科として「東通
科」を中心カリキュラムとして設定している。「東
通科」では、地域素材を中心に、子どもたちが、
課題意識を持ちながら、個人あるいはグループで
探究的な学習を行い、様々な知識・技能を習得し
駆使しながら、多面的なものの見方・考え方を養
うことをねらいとしている（図１）。                     

　「東通科」の実際の扱いとして、生活科や「総
合的学習」の年間配当時間から35時間程度を割り
当て、教育課程に位置づけている。

（２）「東通学園」の概要

　東通学園は、東通村唯一の「小学校」、「中学校」、
「こども園ひがしどおり」からなっている。
　2008（平成20）年に「東通中学校」、2009（平
成21）年に「東通小学校」が村内で１校に統合さ
れ、2012（平成24）年には「こども園ひがしどお
り」が新たに開園される。
　東通学園では、「幼小中一貫教育計画検討委員
会」を設置し、各学校園職員の担当者による幼小
中一貫教育について計画立案、実践報告、評価改

図１：「東通学」の全体構造

写真１：小中連絡通路

写真２：小中一体型校舎の全景
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に還元するための発表や公開の場も設けている。
　「東通科」の全体構想イメージと、年度の全体
計画は次の通りである（図２、後掲資料１参照）。

（４）「東通科」指導資料

　2008（平成20）年度より「東通科」の取り組み
を円滑に行うために、事例や素材の収集と指導例
について検討を行い、東通学「東通科」資料集を
作成している。現在でも、その資料集を基に探究
活動が行われている（写真３参照）。
　この資料集については、東京都品川区の「市民
科」に見られるような教科書の扱いにはしていな
い。
　年度によって、柔軟に使えるように、ある程度、
教師や子どもたち自身が調査・探究して、その内
容を更新することをねらっている。その意味では、
「東通科」における調査・探究活動の参考書であ
り、教師の指導の際の参考手引きとして活用され
るために発行されている。
　各学年の実践では研究授業での検証や年度末に

で「東通村の特色や特徴を系統的に学び、東通村
に対する正しい知識や望ましい態度を身につけさ
せる」、「東通村の人、地域や産業を考え、創造す
ることで、村民としての自覚を持ち、自己の生き
方を考え、新しい時代を主体的に切り拓くことが
できる資質を育てる」ことを大きなねらいとして
取り組んでいる。
　探究テーマとしては、特に、「地域素材」を中
心に捉えるところに重点を置き、実際に村内各地
へ出かけての体験的な調査活動（観察、実地調査、
インタビュー等）を重視している。学年が上がる
につれ、素材そのものを学ぶ段階から、徐々に物
の見方や考え方、生き方を学ぶ部分が多くなり、
最終的には、将来において、地域を創造していけ
るような自己の生き方の確立を目指している。
　また、学習活動の質の充実のためには、地域の
産業に携わっている方々の協力が不可欠となる。
実際の体験学習を行う上では、各業種の様々な地
域の方々の積極的な協力を仰ぎながら、地域によ
る学校に対する支援体制も確立されてきている。
もちろん、子どもたちの学習の成果を、地域の方々

図２：「東通科」全体構想イメージ
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写真３：「東通科」指導資料集の一例（１）

写真３：「東通科」指導資料集の一例（２）
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活動を展開している。

（６）「東通科」の具体的実践例：地域との交流
を意識した活動例

　第５学年の活動では、子どもたちと地域の方々
との交流や関わりが深い内容になっている。
　当学年では、「東通、産業と人」というテーマ
で東通村の産業に関わる著名な方々と交流し、
様々な活動と学習を通して東通の産業に携わって
いる方々の苦労や工夫、長年培ってきた伝統や取
り組みについて知り、自分たちなりの思いを持ち、
その思いを新聞にまとめ、発信していく学習を行
っている。

　特に米作りで有名な山崎さんは、寒さに強くお
いしい品種作りに成功され、青森県のすばらしい
米作りを認められる栄誉ある賞を受賞された（写
真４）。学校にも大変協力的で，東通の米作りに
対する熱い情熱を子どもたちに伝えてくれた。ま
た、田んぼを貸してくださっただけでなく、田植
えや稲刈りの指導もしてくださった。子どもたち
は、米作りの体験を通して米作りの大切さ、苦労、
米作りに長年関わってきた方々の思いを理解し、
これからの東通の米作り、さらには農業の継承、
発展に何が大切なのかを考え、自分たちなりの思
いを明らかにすることができた（写真４）。
　また、水産業での体験学習では、地元の漁協の
協力により、昔ながらの漁法の「地引網引き」体

それぞれの学年で成果と課題をまとめ、職員で確
認しながら、資料集をさらに深めるための地域資
料開発も含めて、その改善点を次年度の計画に生
かしてきた。

（５）「東通科」の主な実践の概要

　第３学年は東通村の観光名所・旧跡などを探検
して、地域の専門家に聞き取り調査を実施してい
る。その成果は東通新聞という形でまとめてい
る。
　第４学年は東通村の有名な農作物や海産物につ
いて、生産者や漁業関係者からの聞き取り調査を
実施し、家庭料理で使われている食材との関連を
探究し、新聞にまとめている。
　第５学年は東通村の産業にスポットをあて，農
業や水産業を実際に体験しながら，そこに従事し
ている方々の苦労や工夫について学び，自分で考
えたことを含めて新聞等にまとめている。
　第６学年は小学校での活動の区切りを付ける意
味で、１年～５年まで学習したことからさらに深
く調べ、児童各自が取り上げたテーマに添って
「卒業論文」という形にまとめ上げる。そのこと
は、小中一貫のカリキュラムではあるものの、い
ったん小学校段階での東通科の学習のまとめをす
る、という意味を有している。
　第７学年では、小学校での東通科で学習してき
たことを中学生なりの視点で、さらに深く掘り下
げた調査・探究活動を行い、自分たちの将来の
「生き方」について考え、次年度から行う職業体
験へと繋げていく。
　第８学年では、身近な施設や職場での職業体験
を通し、各施設や職場で出会った方々を通じて、
自分の将来の生き方を実体験を通じて考える契機
としている。
　第９学年では、東通村の地域の自然、産業、人
など、その特色を村内外にＰＲするための方法を
検討し、修学旅行先で、地元の通行人に対するア
ンケート調査やＰＲ活動を行い、自分たちの村に
ついて考える機会を持つとともに、広く発信する

写真４：地域交流の実践（１）
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る。寒さに強い「そば」の栽培では、特産品とし
て村の行政と協力しながら「そば」の食文化の発
展、普及活動にも力を入れている。これらの村特
有の食材を学習素材として取り上げ、栽培に携わ
っている方々から様々な事を学習している。実際
に栽培農家を訪問し、生産者への聞き取り調査や
収穫体験を行っている。さらに，それらの食材を
実際に使っている家庭料理や郷土料理を家庭や地
域の方々から聞き、作り方を調べたり、実際に食
することも行っている。それらの体験や学習を経
て、自分たちで特徴的な食材を使いながら、レシ
ピを考える活動へと発展させている。
　また、村の子どもたちが自分たちの地域のこと
を体験的に学ぶことに協力することを通して、地
域の方々にも刺激となり、子どもたちに分かりや
すく伝えたり、子どもたちに地域のことをもっと
知ってもらい、地域に誇りを持って欲しいという
思いをもって、地域の方々の活性化にもつながっ
ている。９年間を通した子どもたちの学習が、地
域を元気づけ、地域とともに子どもも育つという
相互的な教育効果をも生み出している。
　このように子どもたちは、東通の「人」「物」「事
象」「地域」との関わりと交流・体験学習を行う
ことで、地域の方々とともに、自分たちの現在と
将来の「生き方」を支えている家庭での「生活」、
さらには東通村を中心に「地域」についての思い
や願いを深めている。さらに、これからの東通村、
青森、日本の将来を創造していく使命と責任を育
みながら、自分自身を成長させるに至っている。

（７）「東通科」の課題と今後

　「東通科」では、毎年の活動終了後、小中の教
員間で課題を確認して、次年度の改善策を協議し、
次年度の活動へ生かしている。例えば、活動の細
かい部分では、活動の時期、体験活動の実施方法、
体験活動の内容や素材開発、資料の作成・教材化
への改善等が上げられる。「東通科」と各教科や
道徳、特別活動との関連性の検討も大きな課題で
ある。

験を行っている。子どもたちは自分たちの村の海
で獲れる魚を目の当たりにして、水産業の大切
さ、海をきれいに守り、海の貴重な自然の財産を
守ろうとする意識をその学習体験から学んでい
る。
　第４学年の活動では、東通村の「食」の文化を
取り扱う。東通村は、緑豊かな環境にあるものの、
ヤマセが吹き気温が低いために、農作物を栽培す
る部分では様々な制約がある。しかし、農業に携
わる方々の努力のおかげで、寒さに強い農作物を
栽培することに成功している。その例として、ビ
ニールハウスを活用し、かつ、品種改良を重ね、
年間で長い期間収穫のできる「夏秋イチゴ」が上
げられる（写真４）。

　また、健康食品としても注目されている「ブル
ーベリー」の栽培についても体験的に学習してい

写真４：地域交流の実践（２）

写真４：地域交流の実践（３）  
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　今後、東通村の良さや課題について学び・考え
た子どもたちが、東通村のために将来どのような
ことができるか、自分たちなりの意見を持って行
動化できることが求められる。将来、村に残るに
せよ、出るにせよ、それが、「東通科」の最終目
標である「東通村を創造できる」子どもたちを育
成することに繋がるであろう。
　しかし一方で、小中一貫の「総合的学習」カリ
キュラムとして見た場合、学習内容や教材の扱い、
教育予算の問題、また、小中教職員の相互の連携
と指導の一貫性に関する認識の違い、などの課題
も残されている。

（石川博昭）

４．「東通科」の実践の成果と課題

（１）小中一貫カリキュラムとしての「東通科」
の特徴

　「東通科」は、「総合的学習」の標準授業時数
から、各学年で年間40時間を割き、各教科・道
徳・特別活動との関連を持たせた，「地域素材」
を中核に編成した一貫カリキュラムである。小中
一貫カリキュラムとしての「東通科」は、小学校
の統合が実現し、施設一体型小中一貫教育校とし
てスタートした、2009（平成21）年からその実践
を蓄積してきた。2013（平成25）で５年目となる。
　まず、「東通科」のカリキュラム上の特質とし
て、９年一貫のカリキュラムを有している点が挙
げられる。教育活動全体でみると、４－３－２制
をとっている。小中一貫教育の当初は、学力向上、
中１ギャップの解消という、他の小中一貫教育と
同様の趣旨を有していた。しかし、子どもの実態
や、教師間交流の融通性を図るため、「地域自体
を知る活動」→「地域をもとに探究し考える活動」
→「これまで学習した知見や教科等で学習した知
見をもとに地域のあり方やそこにおける自己のあ
り方を創造し行動する活動」への大きな発展で捉
えるよう変化してきている５）。それはまた、末尾
資料１「東通科」全体計画に示される、１・２学

年での「気づく」、３・４学年での「知る」を統
一して「東通を学ぶ」と位置づけられ、５・６・
７学年の「考える」が「東通を考える」に位置づ
けられ、８・９学年の「提案する」が「東通を創
造する」に位置づけられる。このような、９年間
の連続性の中で、いかなる力を子どもたちに育む
かという視点が、「地域」というテーマと連動し
て強調されているところに特色があるいえよう。
   次に、地域素材を扱うにしても、教員自身が、
東通村出身者ではないことが多いという実態に鑑
み、小中一貫教育としての「東通科」のスタート
に際して、教員自身のフィールドワークを基にし
た地域素材資料集を作成・発行した点である。教
員自身が、実際に地域を歩き、地域の方々と交流
し、問題意識をもって地域研究に取り組まなけれ
ば、有効な地域素材重視型の「総合的学習」カリ
キュラムにはなり得ない。
　また、方法としての体験型・活動重視型の学習
を展開する際に、子どもにとっての成果を求める
のみならず、その学習成果を地域に還元し、地域
の方々の交流を通じて、子どもたちから地域の
人々が刺激を受け、地域自体の活性化へとつなげ
ていく点である。ここには、学校と地域の互恵的
発展を目指すというねらいがみられる。学校・家
庭・地域の三者連携は、教育基本法第13条にも規
定されるが、学校支援地域本部や放課後子どもプ
ランも含めて、地域全体での子育て機能が求めら
れる時代である。これまで、学校教育は、地域を
手段化し、地域の方々を学校のために利用すると
いう、一方的な優劣関係で教育活動を展開した傾
向が無いかどうか反省する必要もある。学校にお
ける子どもたちの活動が、地域に対しても対等な
関係で、その成果を享有し合えるような活動が望
まれる。
　さらに、施設一体型の利点を活用して、授業に
おける小中合同授業の実施、小中の教師の共同に
よる乗り入れ授業の実施も特色である。ただ、２
年前より、授業調整の難しさや、教師間の協議や
事前検討の負担などから、学校の実態に即して、
小中合同授業研究会、小中合同参観授業程度にと
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どめているのが現状である。ただし、小中合同行
事は、施設一体型を活用して活発に行われている。

（２）「東通科」の成果について

　「東通科」の実践例を踏まえながら、その成果
について、ここでは簡潔に整理してみたい。それ
は、次の６点に集約できる。
　①地域素材・地域の人々を生かした探究学習に
より、地域の活性化につながっている（地域素材
資料集の発行も含めて）。
　②子どもたちの地域課題に対する認識が深まっ
ている（体験を通じた地域学習を通じて、各教科
に通じる科学的認識が育ってきている）。「東通
科」は長いスパンでの子どもの成長を視野に入れ
るため、単純に、学力で検証できる性質のもので
はないが、平成25年度の「全国学力・学習状況調
査」のＢ問題の達成度が、国語、算数・数学の小
中とも、前年度比で、すべて上昇しているという
点も、根拠として挙げられる。
　③９年全体で子どもを育てるという、教職員や
保護者・地域の意識変革が促されつつある。これ
は、様々な広報や、教育活動を外部に開き、情報
公開に努めているという実態からうかがえる成果
でもある。
　④学校独自の負担のないカリキュラムへ進化し
ている。
　スタート時と比較すると、年度ごとの、小中一
貫教育研究部会を中心に実施される、小中合同研
修会や小中一貫推進協議会（後掲、資料２）にお
いて、年度の反省を踏まえながら、無理に異学年
交流や乗り入れ授業を義務化しない、学年段階区
分を厳密に捉えすぎない、という確認がなされて
いる。
　⑤定期的で継続的な研究協議会の実施による改
善。「東通科」についても、他教科同様、外部講
師等を招いた研究会を実施し、研修に努めている。
　⑥村内１校の小中一貫教育校として、村の教育
プランと連動した統一的な教育活動を実現してい
る。

（３）「東通科」の課題について

　「東通科」の課題について整理すると、以下の
５点に集約できよう。
①「東通科」についての全教職員の理解と自主的
な地域素材開発。
　スタート時に比して、教職員間の異動が多いこ
ともあり、小中一貫カリキュラム「東通科」の理
解が、教職員間全員で共有されてきているかが課
題である。また、地域素材に関連して、東通原発
を抱える地域として、原発を含むエネルギー対策
をどのように授業に位置づけていくかも課題であ
る。
②地域の人々を構成委員に含む「東通科」の検討
組織。
　「東通科」の実践構想や、地域素材の位置づけ
など、開かれた学校づくりの一貫として、「東通
科」のカリキュラム創造に、教職員のみならず地
域の方々も参加できる体制の検討も必要である。
教職員の目では気づけないことも第三者の目線で
意見をもらえる機会があれば、地域素材研究の質
も深まると思われる。
③地域と学校の互恵性に基づく学習活動であるか
の具体的な検証。
　学校のみならず、地域も発展するという互恵性
が、地域ぐるみでの小中一貫教育カリキュラムと
しての「東通科」の果たす役割でもある。
④実践の蓄積によるカリキュラムの検証。
　2010（平成22）年に、小中一貫教育としての学
校公開実践研究会が開催されているが、その後の
実践の蓄積を含めて、当初との比較において、
「東通科」の小中一貫カリキュラムの検証が、「東
通学園」において行われる必要があろう。年度毎
の報告書による統括も行われているが、特に、
「東通科」の授業実践のデータベース化に基づく
経年比較研究も含めて、もっと長いスパンで検証
することも求められる。
⑤村の財政的支援の影響
　東日本大震災の影響もあり、東通原発を抱えて
いる地域として、原発稼働停止の影響があるかど
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うか。村の財政基盤が、「東通科」を含む、小中
一貫教育を進める物的・人的基盤の整備が十分機
能しているかが問われる。

５．おわりに

　小中一貫の「東通科」カリキュラムは、必ずし
も万能のカリキュラムであるとはいえない。小中
連携・一貫教育の政策的判断には多くの課題もあ
る一方で、小中連携を超える、小中一貫教育が進
めれている現実もある。その背景や実態も、地域
により多様である。
　ただ、大人の側の都合や利益ではなく、すべて
の子どもにとって充実した人生を保障するために
こそ、公教育としての義務教育の役割があるとい
う点は踏まえなければならないであろう。
　その点からの、小中一貫教育の実践検証がこれ
からも求められいくと思われる。
　また、「総合的学習」に限らないことではある
が、小中連携・一貫教育を進めるのであれば、教
員養成における取得免許状への配慮も必要とな
る。小中の複数免許取得が常態化しないところで
は、教員の負担がよりいっそう大きくなり、小中
連携・一貫教育は十分に機能し得ないであろう。
そのような制度面での課題も見られる。
　「東通科」は、まだ実践形態としても、検証可
能性においても、今後も十分に検討されねばなら
ない。今後も、すべての子どもたちにとっての意
味ある教育活動であることを期待したい。

 （田代高章）

　なお、本稿は、日本教育学会第72回大会自由
研究発表（2013年８月29日於：一橋大学）の内
容を再構成したものであり、学術振興会科学研
究費助成事業、基盤研究（Ｃ）（一般）課題番号
23530977の研究成果の一部である。

－注－

１）中央教育審議会の議論をはじめ、今日までの
小中連携・一貫教育が推進される経緯について

は、拙論「小中連携・一貫教育カリキュラムと
しての総合的な学習の時間の現状と課題（１）」
岩手大学教育学部附属教育実践総合センター研
究紀要第12号、149-164頁、2013年を参照のこと。

２）自民党のもとで設置された「教育再生実行本
部」の第二次提言（2013〔平成25〕年５月23
日）では、６－３－３－４制の見直しと、小中
一貫の義務教育学校の創設が改めて提唱されて
いる。また、2013（平成25）年１月に内閣に置
かれた「教育再生実行会議」でも、第14回会議
（2013〔平成25〕年10月31日）において、学制
改革として６－３－３－４制の見直しが議題と
され、継続的に審議されている。

３）ベネッセによる本文での調査結果について
は、『中学校の学習指導に関する実態調査報告
書2013』ベネッセ教育総合研究所、2013年11
月、を参照。
４）平成25年度「全国学力・学習状況調査」（基
本的に2013年４月24日に実施）では、悉皆調査
として実施され、学校質問紙調査に関しては、
小学校（特別支援学校小学部を含む）で、公立
20,458校、国立76校、私立212校の計20,746校、
中学校（中等教育学校、特別支援学校中学部を
含む）で、公立9,886校、国立81校、私立744校
の計10,711校に対する調査である。本質問紙調
査結果については、文部科学省・国立教育政策
研究所『平成25年度全国学力・学習状況調査報
告書質問紙調査』（平成25年８月）を参照のこと。
５）筆者は、かつて、「総合的学習」における「地
域」素材の位置づけを、「地域を学ぶ」－「地
域から学ぶ」－「地域を創る」という三つの発
展段階で学習活動を展開させることの意義を強
調した（田代高章・鈴木誠・山本公恵「地域課
題探究型の「総合的な学習の時間」の実践的意
義と課題」『岩手大学教育学部附属教育実践総
合センター研究紀要』第７号、58頁参照）が、
「東通科」の小中一貫カリキュラムも、それと
同じ発想に立っている。
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資料２


